
 

 

人、勤務態度の悪い人等）をどの

ように取り扱うか（継続雇用の対

象から外してよいか）などが定め

られる予定ですので、実務上は非

常に重要となります。 

 

 

「無年金時代」の備えに

一役買います―年金払積

立傷害保険 
◆年金の「2013 年問題」 
昭和 28年４月２日から 36年４

月１日生まれの男性と、昭和 33

年４月２日から 41 年４月１日生

まれの女性は、60 歳になっても特

別支給の老齢厚生年金が支給され

ず、61 歳からの支給となります。 

このように、平成 25 年４月１

日以降、今まで 60 歳から支給さ

れていた特別支給の老齢厚生年金

が 60 歳からは支給されなくなる

ため、60 歳で退職すると「無年

金・無収入」となる期間が生じる

可能性があり、年金の「2013 年問

題」として話題を呼んでいます。 

８月には改正高年齢者雇用安定

法も成立し、60 歳以降も働き続け

る人がこれまでより増えることが

見込まれていますが、労働者本人

の体調等によっては働き続けるこ

とが難しい人もいます。 

そこで、最近、損害保険会社が

販売する「年金払積立傷害保険」

が注目を集めています。 

◆「年金払積立傷害保険」の仕組み 
この保険は、保険料を分割で一

定期間払い込むと、あらかじめ設

定した給付金の支払開始日以降に

給付金を年金形式で受け取ること

ができるものです。また、保険期

間中は、ケガによる死亡・重度後

遺障害が補償されます。 

最も幅広い年代を受け入れてい

る損害保険会社では「15～64 歳」

までの人が加入することができ、

「公的年金だけでは老後の生活が

心配」という方で、特に若年層か

ら人気を集め、発売後１年間で５

万件以上の契約者を集めている損

害保険会社もあるそうです。 

◆加入時に注意すべきこと 
生命保険会社が販売する個人年

金で、10 年以上の期間にわたって

給付金を受け取る個人年金保険で

は、保険料控除の対象となり所得

税が軽減されるメリットがありま

すが、本商品では保険料控除の対

象とはなりません。 

また、給付総額は、払込保険料

額を上回るよう設定されています

が、途中解約をした場合の解約返

戻金については、払込総額を下回

る可能性があります。 

 

 

「経営人材」「幹部人材」

を確保できていますか？ 
◆約８割が「次世代リーダーの

確保ができていない」  
株式会社リクルートマネジメン

トソリューションズが実施した

「経営人材育成実態調査」（従業

員 1,000人以上の企業が対象。263

社が回答）によると、「経営人材」

の育成に関する課題について、

「育成方法が確立されていない」

との回答に「あてはまる」「ややあ

てはまる」と回答した企業が約８

割に上ることがわかりました。 

また、「育成に求められるスピ

ードが速まっている」（94.5％）、

「求められる能力の質が変化して

いる」（89.5％）という回答も見ら

れました。 

◆「幹部人材」選抜のプロセス

における傾向 
幹部人材の選抜プロセスについ

ては、日本生産性本部が実施した

調査（大手を中心とした企業の教

育研修担当者 232 人が対象）によ

ると、「役員が対象者を人選」

（53.4％）、「人事部が対象者を人

選」（51.9％）、「各部門の責任者

が対象者を人選」（50.4％）が上位

となり、「社長が対象者を人選」

（24.1％）、「公募してから選抜」

（15.8％）は少数派でした。 

また、選抜基準については、「資

格・役職」（94.7％）や「人事考課・

人事情報」（ 66.2％）、「年齢」

（54.1％）が上位となっています。 

◆どのような研修を行ってい

るか？ 
幹部教育のプログラムで取り入

れられている具体的なメニュー・

テーマとしては、「経営実務に関

する知識」（55.6％）、「経営課題へ

の ア ク シ ョ ン ラ ー ニ ン グ 」

（42.1％）、「現在の経営トップと

の対話」（33.8％）、「ロジカルシン

キング」（27.1％）、「プレゼンテー

ションスキル」（22.6％）との回答

が続きました。 

全体的に、実務につながる研修を

行っている企業が多いようです。 

◆中小企業においても対応が

求められる 
上記は大企業を中心とした調査

になりますが、中小企業において

も幹部育成における課題は大きい

ことが予想されます。 

自社の経営上の課題を見極め

て、新たな時代に対応できる人材

の育成が今後ますます求められて

くることでしょう。 

 

雇止めが認められないことになり

ます。 

（３）期間の定めがあることによ

る不合理な労働条件の禁止 

有期契約労働者と無期契約労働

者との間で、期間の定めがあるこ

とによる不合理な労働条件の相違

を設けることが禁止されます。 

◆改正法の施行日と実務対応 
上記改正内容の施行日ですが、

（２）については公布日（８月 10

日）から施行されています。（１）・

（３）については公布日から起算

して１年を超えない範囲内で施行

されます。 

企業としては、人件費等に関し

て大きな負担が生じる可能性のあ

る改正です。また、就業規則や雇

用契約書の作成・見直し、契約更

新を行わない有期労働契約者への

雇止めの通知等、今後の実務対応

も重要となります。 

 

 

希望者全員の65歳までの

雇用を義務付け！ 

「改正高年齢者雇用安定

法」が成立 

◆来年４月１日施行 
８月 29 日に「高年齢者等の雇

用の安定等に関する法律の一部を

改正する法律」（改正高年齢者雇用

安定法）が成立しました。この改

正法は、来年４月１日から施行さ

れます。 

◆改正法の主な内容 
（１）継続雇用の対象者を限定で

きる仕組みの廃止 

現在、65 歳未満の定年を定め

ている企業が、高年齢者雇用確保

措置として「継続雇用制度」を導

入する場合、継続雇用の対象者を

限定する「基準」を労使協定で定

めることができますが、この仕組

みが廃止され、希望者全員を継続

雇用の対象とすることが義務付

けられるようになります。 

なお、厚生年金（報酬比例部分）

の受給開始年齢に到達した以降

の者を対象として、上記の「基準」

を引き続き利用できる経過措置

（12 年間）が設けられています。 

（２）継続雇用先企業の範囲の拡大 

定年を迎えた高年齢者の継続

雇用先を、自社だけではなくグル

ープ内の会社（子会社、関連会社

等）まで広げることができるよう

になりました。 

なお、この場合には、継続雇用

について事業主間における契約

が必要とされます。 

（３）違反企業名の公表規定の導入 

高年齢者雇用確保措置（定年の

引上げ、継続雇用制度の導入、定

年の定めの廃止のいずれか）を実

施していない企業に対して、労働

局・ハローワークが指導・勧告を

行い、それでも違反が是正されな

い場合には企業名を公表するこ

とがあります。 

◆実務上重要となる「指針」

の策定 
今後、事業主が講ずべき高年齢

者雇用確保措置の実施・運用に関

して、「指針」が策定される予定

です。 

この指針では、「業務の遂行に

堪えない人」（健康状態の悪い

有期労働契約に関する新

ルール！「改正労働契約

法」のポイント 
◆今後の人事労務管理に大き

な影響 
８月３日に国会で成立した「改

正労働契約法」が、同年８月 10

日に公布されました。 

この改正法は「有期労働契約」

に関する新しいルールを定めるも

のであり、企業における有期労働

契約者の人事労務管理に大きな影

響を与えるものです。 

◆改正法が定める３つのルール 
（１）有期労働契約の無期労働契

約への転換 

有期労働契約が反復更新されて

通算５年を超えたとき、労働者の

申込みがあった場合には、労働者

に「無期転換申込権」が発生し、

これを行使した場合には、使用者

はこれを承諾したものとみなされ

ます。 

つまり、５年を超えて有期労働

契約が反復更新された場合には、

これを期間の定めのない労働契約

（無期労働契約）に転換しなけれ

ばならないのです。 

なお、原則として、６カ月以上

の「空白期間」（クーリング期間）

がある場合には、前の契約期間を

通算しないこととされています。 

（２）「雇止め法理」の法定化 

最高裁判所の判例で確立してい

るとされている「雇止め法理」に

関して、その内容が法律に規定さ

れました。一定の条件を満たした

場合には、使用者による労働者の
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